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１１１１....中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表    

【【【【    資資資資    産産産産    のののの    部部部部    】】】】    

  前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成14年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金  1,796   1,389   1,190   

受取手形 ※6 1,850   2,257   2,367   

売掛金  12,760   12,668   12,836   

棚卸資産  3,338   3,396   2,961   

繰延税金資産  145   196   147   

未収入金  437   596   611   

その他  914   1,011   1,094   

貸倒引当金  △0   △1   △1   

流動資産合計   21,243 58.9  21,516 59.0  21,208 58.3 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※1,2          

建物  1,314   1,250   1,282   

機械及び装置  1,983   2,113   1,873   

工具器具備品  1,312   1,161   1,149   

建設仮勘定  539   439   562   

その他  1,216   1,230   1,230   

計  6,365   6,196   6,097   

２ 無形固定資産  171   254   262   

３ 投資その他の資産           

投資有価証券 ※2 2,915   3,287   3,574   

関係会社株式  4,821   4,877   4,862   

繰延税金資産  10   －   －   

その他  545   315   356   

貸倒引当金  △0   △7   △0   

計  8,292   8,473   8,793   

固定資産合計   14,829 41.1  14,924 41.0  15,153 41.7 

資産合計   36,072 100.0  36,440 100.0  36,362 100.0 
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【【【【    負債及び資本の部負債及び資本の部負債及び資本の部負債及び資本の部    】】】】

  前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成14年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形 ※6 4,356   4,863   4,201   

買掛金  4,682   5,228   4,846   

短期借入金 ※2 8,421   6,380   7,670   

１年以内返済予定の
長期借入金 ※2 1,504   2,975   1,657   

設備関係支払手形  267   168   250   

賞与引当金  570   518   539   

その他 ※4 911   884   694   

流動負債合計   20,713 57.4  21,018 57.7  19,859 54.6 

Ⅱ 固定負債           

長期借入金 ※2 3,967   3,212   4,337   

繰延税金負債  －   215   304   

退職給付引当金  2,042   1,928   1,989   

役員退職慰労引当金  68   89   88   

固定負債合計   6,077 16.8  5,446 14.9  6,719 18.5 

負債合計   26,790 74.3  26,464 72.6  26,578 73.1 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,237 3.4  － －  1,237 3.4 

Ⅱ 資本準備金   716 2.0  － －  716 2.0 

Ⅲ 利益準備金   282 0.8  － －  282 0.8 

Ⅳ その他の剰余金           

任意積立金  4,790   －   4,790   

中間（当期）未処分
利益  1,501   －   1,579   

その他の剰余金合計   6,291 17.4  － －  6,369 17.5 

Ⅴ その他有価証券評価差
額金   753 2.1  － －  1,178 3.2 

Ⅵ 自己株式   － －  － －  △0 △0.0 

資本合計   9,282 25.7  － －  9,783 26.9 

           

Ⅰ 資本金   － －  1,237 3.4  － － 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  －   716   －   

資本剰余金合計   － －  716 2.0  － － 

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金  －   282   －   

任意積立金  －   5,285   －   

中間未処分利益  －   1,401   －   

利益剰余金合計   － －  6,969 19.1  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金   － －  1,055 2.9  － － 

Ⅴ 自己株式   － －  △2 △0.0  － － 

資本合計   － －  9,976 27.4  － － 

負債・資本合計   36,072 100.0  36,440 100.0  36,362 100.0 
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２２２２....中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書 

 
 
 
 
 

 

  
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（百万円） 百分比 

（％） 金額（百万円） 百分比 
（％） 金額（百万円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高   26,718 100.0  27,402 100.0  53,982 100.0 

Ⅱ 売上原価   24,044 90.0  24,545 89.6  48,788 90.4 

売上総利益   2,673 10.0  2,856 10.4  5,194 9.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   2,022 7.6  2,102 7.7  4,121 7.6 

営業利益   650 2.4  754 2.7  1,072 2.0 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息  7   2   9   

受取配当金  83   83   92   

国庫補助金収入  －   56   －   

その他  65 156 0.6 149 292 1.1 184 286 0.5 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息  87   92   170   

その他  269 357 1.3 177 270 1.0 482 652 1.2 

経常利益   450 1.7  776 2.8  707 1.3 

Ⅵ 特別利益           

固定資産売却益 ※１ 9   0   89   

貸倒引当金戻入額  0   －   －   

投資有価証券売却益  － 9 0.0 10 11 0.0 － 89 0.2 

Ⅶ 特別損失           

固定資産売却損 ※２ 14   23   89   

投資有価証券売却損  3   －   3   

投資有価証券評価損  35   93   116   

退職慰労金  49   16   49   

過年度役員退職慰労
引当金繰入額  7 109 0.4 6 139 0.5 14 273 0.5 

税引前中間（当期）純
利益   350 1.3  648 2.3  522 1.0 

法人税、住民税及び事
業税  149   325   191   

法人税等調整額  △19 130 △0.5 △50 275 △1.0 △13 177 △0.3 

中間（当期）純利益   220 0.8  372 1.3  345 0.6 

前期繰越利益   1,281   1,028   1,281  

中間配当額   －   －   47  

中間（当期）未処分利
益   1,501   1,401   1,579  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項    

 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

同左 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用

している。 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 同左 

 (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

 時価法 同左 同左 

 (3）棚卸資産 (3）棚卸資産 (3）棚卸資産 

 総平均法に基づく原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用してい

る。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりである。 

(1)有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 建物及び構築物   

 ３年～47年   

 機械及び装置   

 ４年～15年   

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法を採用している。な

お、自社利用のソフトウェア

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用している。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ている。 

同左 同左 
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前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため支給見

込額に基づき当中間会計期間

負担額を計上している。 

同左   従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため支給見

込額に基づき当事業年度の負

担額を計上している。 

 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してい

る。なお、会計基準時変更時

差異（108百万円）については、

５年による按分額を費用処理

している。数理計算上の差異

は、発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数（15年）による定額法

により翌事業年度から費用処

理することとしている。 

      同左  従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上してい

る。なお、会計基準変更時差

異（108百万円）については、

５年による按分額を費用処理

している。数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理

することとしている。 

 (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してい

る。 

同左  役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上している。 

４．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理している。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によってい

る。 

同左 同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ 同左 同左 

 ヘッジ対象…変動金利支払

の長期借入金 
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前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  デリバティブ取引は、将来

の金利の変動によるリスク回

避を目的としており、投機的

な取引は行なわない方針であ

る。長期借入金については、

借入スプレッドを引き下げる

目的でデリバティブ取引を利

用している。なお、ヘッジ取

引については、業務管理部経

理課にて内部牽制を保ちつつ

ヘッジの実行・管理を行なっ

ている。 

 当社においては変動金利支払の

長期借入金について、借入スプレ

ッドを引き下げる目的で、デリバ

ティブ取引を利用している。なお、

ヘッジ取引については、当社業務

管理部経理課にて内部牽制を保ち

つつヘッジ取引の実行管理を行っ

ている。 

同左 

 (4）ヘッジ有効性の評価方法 (4）ヘッジ有効性の評価方法 (4）ヘッジ有効性の評価方法 

  ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、その変動額の

比率によって有効性を評価し

ている。ただし、特例処理に

よっている金利スワップ取引

については有効性の評価を省

略している。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってい

る。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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追加情報追加情報追加情報追加情報    

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

（金融商品会計） ― （金融商品会計） 

 当中間連結会計期間からその他有価証

券のうち時価のあるものの評価の方法に

ついて金融商品に係る会計基準（「金融

商品に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成11年１月22

日））を適用している。この結果、その

他有価証券評価差額金753百万円、繰延税

金負債547百万円が計上されている。 

 当事業年度からその他有価証券のう

ち時価のあるものの評価の方法につい

て金融商品に係る会計基準（「金融商品

に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成11年１月22

日））を適用している。この結果、従来

の方法によった場合と比較してその他

有価証券評価差額金が1,178百万円計上

されたほか、投資有価証券が2,033百万

円、繰延税金負債854百万円、がそれぞ

れ増加している。 

（賞与引当金） ― （賞与引当金） 

 流動負債の「その他」に含めて表示し

ていた未払従業員賞与の支給見込額は、

「未払従業員賞与の財務諸表における表

示科目について」（平成13年２月14日 

日本公認会計士協会リサーチ・センター

審理情報［No.15］）が公表されたことに

より、当中間会計期間より賞与引当金と

して表示している。 

 なお、前中間会計期間末及び前事業年

度末の流動負債の「その他」に含めた未

払従業員賞与の支給見込額はそれぞれ

591百万円、626百万円である。 

  従来、従業員に対して支給する賞与に

ついては、未払費用に含めて表示してい

たが、「未払従業員賞与の財務諸表にお

ける表示科目について」（平成13年２月

14日 日本公認会計士協会リサーチ・セ

ンター審理情報［No.15］）が公表された

ことにより、当事業年度より賞与引当金

として表示することに変更している。 

 なお、前事業年度末の未払費用に含ま

れている金額は626百万円である。 

― （自己株式及び法定準備金取崩等会計） ― 

  当中間会計期間から「自己株式及び法

定準備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）を適用している。

これによる当中間期の損益に与える影響

はない。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対

照表の資本の部については、改正後の中

間財務諸表等規則により作成している。 

 これに伴い、前中間会計期間において

資産の部に計上していた「自己株式」（流

動資産0百万円）は、当中間会計期間末に

おいては資本に対する控除項目として資

本の部の末尾に表示している。 

 

― ― （自己株式） 

   前事業年度において資産の部に計上し

ていた「自己株式」（流動資産0百万円）

は、財務諸表等規則の改正により当事業

年度末においては資本に対する控除項目

として資本の部の末尾に表示している。 
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注記事項注記事項注記事項注記事項    
（中間貸借対照表関係）（中間貸借対照表関係）（中間貸借対照表関係）（中間貸借対照表関係）    

前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度末 
（平成14年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

18,338百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

17,960百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

18,109百万円 

※２．担保資産 ※２．担保資産 ※２．担保資産 

 有形固定資産及び有価証券のうち

下記資産については、長期借入金（１

年以内返済予定の長期借入金を含む）

2,611百万円（うち工場財団分2,220

百万円）の担保に供している。 

  有形固定資産及び有価証券のう

ち下記資産については、短期借入金

2,300百万円及び長期借入金（１年以

内返済予定の長期借入金を含む）

5,748百万円（うち工場財団分2,217 

百万円）の担保に供している。 

 有形固定資産及び有価証券のうち

下記資産については、短期借入金

1,904百万円及び長期借入金（１年以

内返済予定の長期借入金を含む）

5,324百万円（うち工場財団分2,493 

百万円）の担保に供している。 
 

建物 104百万円 

構築物 32百万円 

機械及び装置 637百万円 

工具器具備品 8百万円 

土地 287百万円 

投資有価証券 1,941百万円 

合計 3,013百万円 
  

 
建物 95百万円 

構築物 28百万円 

機械及び装置 462百万円 

工具器具備品 5百万円 

土地 287百万円 

投資有価証券 2,157百万円 

合計 3,037百万円 
  

 
建物 99百万円 

構築物 30百万円 

機械及び装置 544百万円 

工具器具備品 6百万円 

土地 287百万円 

投資有価証券 2,366百万円 

合計 3,335百万円 
  

上記有形固定資産のうち工場財団

抵当に供している資産 

上記有形固定資産のうち工場財団

抵当に供している資産 

上記有形固定資産のうち工場財団

抵当に供している資産 
 

建物 104百万円 

構築物 32百万円 

機械及び装置 637百万円 

工具器具備品 8百万円 

土地 287百万円 

合計 1,071百万円 
  

 
建物 95百万円 

構築物 28百万円 

機械及び装置 462百万円 

工具器具備品 5百万円 

土地 287百万円 

合計 880百万円 
  

 
建物 99百万円 

構築物 30百万円 

機械及び装置 544百万円 

工具器具備品 6百万円 

土地 287百万円 

合計 968百万円 
  

 ３．受取手形割引高   1,020百万円  ３．受取手形割引高    ―百万円  ３．受取手形割引高    110百万円 

※４．消費税等の取扱い ※４．消費税等の取扱い ※４．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺し、相殺後の金額は流動負債の

「その他」に含めて表示している。 

同左 ─ 

 ５．保証債務  ５．保証債務  ５．保証債務 

 銀行借入金等に対して保証を行っ

ている。 

 銀行借入金等に対して保証を行っ

ている。 

 銀行借入金等に対して保証を行っ

ている。 
 

保証先 保証金額 

アーレスティウイル
ミントン ＣＯＲＰ． 

2,267百万円 

（18,994千米ドル） 

㈱浜松メカテック他 164百万円 
  

 
保証先 保証金額 

アーレスティウイル
ミントン ＣＯＲＰ． 

2,807百万円 

（22,902千米ドル） 

㈱浜松メカテック 115百万円 
  

 
保証先 保証金額 

アーレスティウイル
ミントン ＣＯＲＰ． 

2,840百万円 

（21,319千米ドル） 

㈱浜松メカテック 152百万円 
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前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度末 
（平成14年３月31日） 

※６．中間期末日満期手形 ※６．    ───── ※６．期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理に

ついては、当中間期末日が金融機関の

休日であったが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理している。当中間

期末日満期手形の金額は次のとおり

である。 

  期末日満期手形の会計処理につい

ては、当期末日が金融機関の休日であ

ったが、満期日に決済が行われたもの

として処理している。当期末日満期手

形の金額は次のとおりである。 

 
受取手形 164百万円 

支払手形 1,280百万円 
  

 
 

受取手形 143百万円 

支払手形 1,258百万円 
  

 
（中間損益計算書関係）（中間損益計算書関係）（中間損益計算書関係）（中間損益計算書関係）    

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

※１．固定資産売却益の内訳 ※１．固定資産売却益の内訳 ※１．固定資産売却益の内訳 
 

建物 4百万円 

土地 4百万円 

機械及び装置 0百万円 

合計 9百万円 
  

 
土地 0百万円 

合計 0百万円 

  

  
  

 
建物 8百万円 

土地 77百万円 

機械及び装置 2百万円 

工具器具備品等 0百万円 

合計 89百万円 
  

※２．固定資産売却損の内訳 ※２．固定資産売却損の内訳 ※２．固定資産売却損の内訳 
 

機械及び装置 12百万円 

車両運搬具 0百万円 

建物 0百万円 

構築物 0百万円 

工具器具備品 1百万円 

合計 14百万円 
  

 
機械及び装置 17百万円 

車両運搬具 0百万円 

建物 1百万円 

構築物 0百万円 

工具器具備品 3百万円 

合計 23百万円 
  

 
機械及び装置 62百万円 

車両運搬具 2百万円 

建物 11百万円 

構築物 0百万円 

工具器具備品 12百万円 

合計 89百万円 
  

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 
 

有形固定資産 670百万円 

無形固定資産 20百万円 
  

 
有形固定資産 619百万円 

無形固定資産 32百万円 
  

 
有形固定資産 1,546百万円 

無形固定資産 46百万円 
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（リース取引関係）（リース取引関係）（リース取引関係）（リース取引関係）    

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

工具、器具及
び備品 254 142 111 

ソフトウェア 165 74 90 

合計 420 217 202 
  

 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

工具、器具及
び備品 198 133 65 

ソフトウェア 178 104 74 

合計 376 237 139 
  

 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具、器具及
び備品 258 170 87 

ソフトウェア 179 91 87 

合計 437 262 175 
  

 （注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定している。 

同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

している。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 82百万円 

１年超 119百万円 

合計 202百万円 
  

 
１年内 66百万円  

１年超 72百万円  

合計 139百万円  
  

 
１年内 75百万円 

１年超 99百万円 

合計 175百万円 
  

 （注） 未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

いる。 

同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 
 

支払リース料 43百万円 

減価償却費相当額 43百万円 
  

 
支払リース料 40百万円  

減価償却費相当額 40百万円  
  

 
支払リース料 87百万円 

減価償却費相当額 87百万円 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

同左 同左 
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（有価証券関係）（有価証券関係）（有価証券関係）（有価証券関係）    

前中間会計期間末（平成 13 年９月 30 日現在） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 中間貸借対照表計上額 
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 676 589 △86 

 
当中間会計期間末（平成 14 年９月 30 日現在） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 中間貸借対照表計上額 
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 717 587 △130 

 
前事業年度末（平成 14 年３月 31 日現在） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 貸借対照表計上額 
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 717 568 △149 

 
（１株当たり情報） 
 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略した。 
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